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「不適正」問題で経費の職員負担を議会報告

当局責任を免罪し、職員に責任を押付ける「強制」負担を拒否しよう

せこっ！局長に30万払わせて自分は60万円だけ？ケタが違うんじゃないの松沢知事！？

　当局は21日の総務政策常任委員会で、「不適正経理処理に係る再発防止策の見直しについて」「不適正経理に係る職員等による負担について」を報告しました。

　裁判も始まり、世間では一部職員の私的流用とその他の「不適正」経理問題が同様に扱われがちですが、自治労県職労として、まず、誤解のないよう申し上げることは、私利私欲のための公金詐取・横領は到底許されるべきことではなく、容認しない立場であるということです。

職員が負担するいわれはない！

　常任委員会報告の中で、奇しくも当局自身が「悪しき慣習のもとに長年にわたり全庁的にみられた一連の不適正経理」と言っているように、「不適正経理」は職員個人の問題ではなく、事実上、県庁組織として奨励され、「上司の命」により「所属長の決裁」を受けて行われてきたものです。

また、「負担対象職員」の「基本的な考え方」では、「制度や組織面での問題があったこと等も挙げられており、組織全体の問題であるとの認識に立つ必要がある」としています。

その認識自体は正しいものですが、そうであれば負担すべきは、制度や組織面での責任者、決定権者である「知事」をはじめとした幹部職員のはずです。

それが「不適正経理処理に関与していない職員等も含めた全体で負担する」と見事に責任の所在をすり替えています。まさかたった60万円ぽっちで「責任を取った」と言い張るんじゃないでしょうね！責任の度合いでいえばケタが2つくらい違います！
「可能性」で人から金を取るな！

報告書では、「正規の手続きを踏んでいないから価格の相当性・適正性に問題がある『可能性』がある」としていますが、「可能性」で「職員負担」という発想自体、法の下に行政を行う者としての資質に欠けるといわざるを得ません。

　「損害」があるのならば、具体的に損害額を確定し、損害を与えた者を特定して請求するのが法治国家・民主主義国家としての最低限のルールです。

「検証することは極めて困難」なものを「負担対象とする」、「関与していない職員等も含めた全体で負担する」。この発想は、冤罪を助長し、戦前の隣組組織のように連帯責任で支配を行うという全体主義的な思想に相通ずる大変危険なものです。

一方で、「適正処理」にこだわったとしたら、土木事務所等での緊急時対応に支障が出るなど、県民生活に被害を及ぼすケースがなかったのか、ひるがえって県に損害を与えることはなかったか、その「可能性」は検証したのでしょうか？

　また、「可能性」で負担させるならば、超過勤務手当について、「入力抑制」や「一律カット」をしている「可能性」（これは事実！？）についても、職員の損害額を算定して、知事以下幹部職員が「任意」でカンパして支払うのでしょうか。

事実上の強制徴収は断固反対！

　報告書では、「『県が余分に支出することになった経費』や『調達価格の適正性が確認できない経費』が存在することから、県民に対する『道義的責任』を果たすため、これらの経費の全額又は一部を県職員、県立病院機構職員及び退職者が自主的に負担する。」としています。

　しかし、いくら「自主的」「任意」と言っても、次のことから、実態は「強制」以外のなにものでもありません。

①職員の代表である労働組合との合意どころか、何の相談・説明もない。

②同様に、退職者団体との相談、合意もない。

③負担すべき対象者や負担額が当局によって一方的に（つまり業務ベースで）決められている。

④集金方法も、副知事をトップとした「任意団体」を設置し、県庁組織を利用するものである。

⑤庁内イントラを使用すれば、協力者と非協力者が容易に当局に把握されてしまう。

⑥当然その後の報復や処遇が心配になる。

　当局が、「協力者を把握しない」「協力しなくても報復等はない」と言ったとしても、現場の管理職を含めて、当局サイドすべてが信用できるわけではなく、報復される「可能性」は否定できません。

　つまり、事実上の「強制」です。

　事実上の「強制」のもとで、職員から一定額を徴収することは、実質的な「ピンはね」にあたり、労働基準法にも抵触しかねません。

　百歩譲っても、「任意」は庁舎の入口に募金箱を置く程度が妥当です。

当局の再発防止策は実態から乖離！

「不適正」経理処理問題は、厳格な経理執行等により、①管理・経理業務が倍以上のボリュームになった、②事業所でも円滑な県民サービスに支障が出ている等、現時点でも職場に大幅な悪影響を及ぼしています。

　「会計局の取組強化」にしても「監査委員の体制強化」にしても、職員を信用せず、「職員が悪事をする」という前提に立って、「監視体制」を強化するに過ぎません。

　また、「物品購入センター」構想に至っては、「職員から物品調達を切り離せば、悪いことはしない」という極めて安易なものです。

　「不適正」経理処理の原因は、監視が甘かったからではありません。それは当局の報告書からも明らかです。

報告書によると、今回の「不適正」会計処理の大部分は、「差し替え」、「翌年度納入」です。

「差し替え」は、「備品購入費が不足していたため、消耗品を購入するとして需用費で執行した。」ことであり、「翌年度納入」は、「発注が年度末となり、納品が翌年度となった。」「年度末の予算執行状況を見て、経常的に必要な物品を発注したが、納品は翌年度となった。」ということです。
現場が今求めているのは、「どうすれば『不適正』にならずに県民サービスを維持し、職員負担を増やさなくてすむか」ということです。

その具体策を示し、必要な制度改正をすることが今求められているのに、当局が出した「不適正経理処理に係る再発防止策の見直しについて」は、そうした現場の声になんら答えるものではありません。

自治労県職労の改善案

　自治労県職労は、今回の「不適正」経理処理問題の原因を次のように分析し、当面の改善案を提案します。メール等により多くのみなさんからご意見をいただきたいと思います。

（１）原因

○単年度主義に派生する制度的欠陥

○財政当局による必要以上の統制

○細かすぎる予算費目（地方自治法改正も目線に）

○庁内分権の不徹底

（２）改善案

○「預け金」・「前年度納入」対策

・緊急な執行に対応するため、局単位で簡便に執行できる「予備費」を確保する。

・執行にあたっては、効率的な事務執行を行うため、部長・所属長決裁とする。

○「差し替え」対策

・予算の流用を簡便に行えるよう制度を改善する。

・流用にあたっては、効率的な事務執行を行うため、部長・所属長決裁とする。

・適正な予算計上を妨げないよう財政当局の認識を根本的に改めさせる。（財政当局の意識改革）

○「翌年度納入」対策

・年度を越えても一定期間は「適正」となるよう制度を変更する。

・執行にあたっては、効率的な事務執行を行うため、部長・所属長決裁とする。

・財政当局の認識を根本的に改めさせる。（財政当局の意識改革）

○共通事項

・現場の過重な負担を解消する人員配置。

・すべての会計処理を簡便にする。（財政当局の資料要求は必要最低限のものとする）

・より一層の局への財政権限の委譲。

□職位別負担金額

	区　分
	職　　位
	金額の目安

	幹部職員
	知事
	60万円

	
	副知事、その他特別職
	40～50万円

	
	理事級・局長級・参事監Ⅰ級
	20～30万円

	
	参事監Ⅱ級
	12～20万円

	
	課長級
	4～10万円

	一般職員
	主幹級以下
	（1口1,000円の任意協力金）








